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原発事故に伴い避難又は退避を行っている方等の 

一部負担金等の取扱いについての周知のお願い 

 

別添のとおり、東北地方太平洋沖地震・長野県北部の地震で被災された
方に加え、福島第一・第二原発の事故に伴い内閣総理大臣の指示により避
難又は退避されている方は、保険証なしで受診いただくことができ、また、
医療機関で窓口負担を支払う必要がないようにしたところですが、福島県
からの情報では、いまだ十分な周知が図られていないとのことです。 
 つきましては、テレビ・ラジオを始めとする各報道機関におかれまして
は、別添のチラシや以下の例を参考に、改めて、周知のための報道をいた
だきたく、よろしくお願い申し上げます。 
 

（例１）  
東北地方太平洋沖地震、長野県北部地震による災害救助法の適用市町

村にお住まいの方で、住家の全半壊、全半焼又はこれに準ずる被災にあ
われた方、主たる生計維持者が死亡され又は重篤な傷病を負われた方、
主たる生計維持者の行方が不明である方、主たる生計維持者が業務を廃
止し又は休止された方、主たる生計維持者が失職し現在収入がない方は、
保険証がなくても受診でき、また、医療機関で窓口負担を支払う必要は
ありません。また、福島第一・第二原発の事故に伴い内閣総理大臣の指
示により避難又は屋内に退避されている方も、同様に保険証なしで受診
でき、窓口負担を支払う必要はありません。各医療機関におかれまして
も御理解・御協力の程よろしくお願いします。 

 
（例２） 

福島第一・第二原発の事故に伴い内閣総理大臣の指示により避難又は
屋内に退避されている方は、医療機関の窓口で申し出ていただければ、
保険証なしで受診でき、窓口負担を支払う必要はありません。 
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医療機関での受診・窓口負担について 
～平成 23 年東北地方太平洋沖地震及び長野県北部地震～ 

 

１ 被保険者証なしで受診できます                               
 ・被災地の住民であった方は、氏名、生年月日等を申し出るだけで

医療機関を受診することができます。  

 ・公費負担医療（注）も、手帳等の提示なしに受診できます。  
 （注）障害者の自立支援医療、生活保護の医療扶助、難病患者の特定疾患治療研究事業等 
 
２．窓口負担の支払いは猶予又は免除されます  
 ・以下の方については、 一部負担金等の窓口負担を医療機関で支払

う必要はありません。 
 

 （１）災害救助法が適用されている被災地域の住民であり、 

 （２）以下の申し立てを行った方 

①住宅が全半壊、全半焼又はこれに準ずる被災をした方 

②主たる生計維持者が死亡したり、重篤な傷病を負った方 

③主たる生計維持者が行方不明である方 

④主たる生計維持者が業務を廃止・休止した方 

⑤主たる生計維持者が失職し、現在収入がない方 

⑥福島第１・第２原発の事故に伴い政府の避難指示・屋内退避指

示の対象となっている方（福島第 1 原発から半径 30 キロ圏内）  
 
※ 地震発生後、被災地域から他の市町村に転出された方も対象

となります。 

   
 ・上記に該当する方の窓口負担については、後日、改めて市町村、

協会けんぽ、健保組合などの加入されている医療保険において、

減免又は徴収の猶予が行われます。 
  

・医療機関では、上記の申し立てをした方の氏名、生年月日、事業

所名、住所、加入している医療保険、連絡先等を聞き取ってカル

テに記録していただければ十分です。罹災証明書等を求める必要

はありません。 
    

※ 制度の詳しい説明は下記にお尋ね下さい。 

【照会先】 厚生労働省保険局総務課 直通 03-3595-2550 

       厚生労働省保険局医療課 直通 03-3595-2577 

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部地震に関する厚生労働省からのお知らせ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014ih5.html 



事 務 連 絡 

平成２３年３月２３日 

 

都道府県民生主管部（局） 

 国民健康保険主管課（部） 御中 

 

厚生労働省保険局国民健康保険課  

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震で被災した被保険者の 

一部負担金等の取扱いについて（その４） 

 

「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る一部負担

金等の取扱いについて（その４）」（平成 23 年３月 23 日付け厚生労働省保険

局医療課事務連絡。以下「改正医療課事務連絡」という。（別添））のとおり

改正され、「主たる生計維持者が業務を廃止し、又は休止した旨」及び「主たる

生計維持者が失職し、現在収入がない旨」を申し立てた場合も対象とされたの

で、下記の点において特段のお取り計らいをお願いするとともに、貴管内保険

者に対する周知等よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１ 改正医療課事務連絡に基づき追加された対象者も含め、保険医療機関等に

おいて一部負担金の支払を猶予され、費用の 10割を審査支払機関へ請求され

た診療報酬請求書に係る一部負担金については、被保険者からの申請を待つ

ことなく保険者の判断により、免除していただきたいこと。 

 

※ なお、追加された対象者も含め、入院時食事療養費又は入院時生活療養費

に係る標準負担額及び保険外併用療養費に係る自己負担額の免除については、

阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平

成７年法律第 16号）と同様に、保険者において可能とするための立法措置を

検討しており、さらに一部負担金等の免除額については、阪神・淡路大震災

に対処するために講じた措置に準じて、保険者への特別調整交付金等による

財政支援を検討していること。 

 

２ 改正医療課事務連絡では、災害救助法の適用市町村からの転入世帯につい

ても一部負担金等の支払を猶予することができるとしており、また、「東北

地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震における転入世帯に係る被保険者資

格の認定等について」（平成 23 年３月 18 日付け厚生労働省保険局国民健康

保険課及び高齢者医療課連名事務連絡）において転入者に係る一部負担金を

免除していただきたい旨を示しているところであるので、遺漏なく対応をし

ていただきたいこと。 



３ 改正医療課事務連絡の１の（２）の①から⑤までに準じる者として保険者

が認めた場合には、保険者の判断により一部負担金を免除していただきたい

こと。 



事 務 連 絡 

平成２３年３月２３日 

都道府県後期高齢者医療主管課（部）  御中 

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局 御中 

 

厚生労働省保険局高齢者医療課  

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震で被災した被保険者の 

一部負担金等の取扱いについて（その４） 

 

「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る一部負担

金等の取扱いについて（その４）」（平成 23 年３月 23日付け厚生労働省保険局

医療課事務連絡。以下「改正医療課事務連絡」という。（別添））のとおり改正

され、「主たる生計維持者が業務を廃止し、又は休止した旨」及び「主たる生計

維持者が失職し、現在収入がない旨」を申し立てた場合も対象とされたので、

下記の点において特段のお取り計らいをお願いするとともに、貴管内市町村に

対する周知等よろしくお願いいたします。 

記 

 

１ 改正医療課事務連絡に基づき追加された対象者も含め、保険医療機関等に

おいて一部負担金の支払を猶予され、費用の 10割を審査支払機関へ請求され

た診療報酬請求書に係る一部負担金については、被保険者からの申請を待つ

ことなく保険者の判断により、免除していただきたいこと。 

 

※ なお、追加された対象者も含め、入院時食事療養費又は入院時生活療養費

に係る標準負担額及び保険外併用療養費に係る自己負担額の免除については、

阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平

成７年法律第 16号）と同様に、保険者において可能とするための立法措置を

検討しており、さらに一部負担金等の免除額については、阪神・淡路大震災

の際に国民健康保険において講じた措置に準じて、保険者への特別調整交付

金等による財政支援を検討していること。 

 

２ 改正医療課事務連絡では、災害救助法の適用市町村からの転入世帯につい

ても一部負担金等の支払を猶予することができるとしており、また、「東北

地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震における転入世帯に係る被保険者資

格の認定等について」（平成 23 年３月 18 日付け厚生労働省保険局国民健康

保険課及び高齢者医療課連名事務連絡）において転入者に係る一部負担金を

免除していただきたい旨を示しているところであるので、遺漏なく対応をし

ていただきたいこと。 

 



３ 改正医療課事務連絡の１の（２）の①から⑤までに準じる者として保険者

が認めた場合には、保険者の判断により一部負担金を免除していただきたい

こと。 



事 務 連 絡

平成2 3年３月 2 3日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課（部）

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る

一部負担金等の取扱いについて（その４）

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による災害発生に関し、一部負担金、入院時

食事療養費又は入院時生活療養費に係る標準負担額及び訪問看護療養費に係る自己負担額

(以下「一部負担金等」という。)の支払いが困難な者の取扱いについては、「東北地方太平

洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る一部負担金等の取扱いについて」（平成

23年３月１５日付厚生労働省保険局医療課事務連絡）により連絡したところであるが、今般、

これを下記のとおり改正するので、関係団体に周知を図るようよろしくお願いしたい。

（改正カ所は下線を引いた部分）

記

１に掲げる者については、保険医療機関及び保険医療養担当規則(昭和32年厚生省令第15

号)第５条及び第５条の２、保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則(昭和32年厚生省令第16

号)第４条、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当

に関する基準(昭和58年厚生省告示第14号)第５条及び第５条の２並びに指定訪問看護の事業

の人員及び運営に関する基準(平成12年厚生省令第80号)第13条の規定により一部負担金等の

支払いを受けることを、２に掲げる期間猶予することができるものとする。

１ 対象者の要件

(１)及び(２)のいずれにも該当する者であること。

(１) 災害救助法(昭和22年法律第118号)の適用市町村のうち、



① 岩手県全34市町村、宮城県全35市町村、福島県福島市、会津若松市、郡山市、い

わき市、白河市、須賀川市、喜多方市、相馬市、二本松市、田村市、南相馬市、伊

達市、本宮市、伊達郡桑折町、伊達郡国見町、伊達郡川俣町、安達郡大玉村、岩瀬

郡鏡石町、岩瀬郡天栄村、耶麻郡磐梯町、耶麻郡猪苗代町、河沼郡会津坂下町、河

沼郡湯川村、大沼郡会津美里町、西白河郡西郷村、西白河郡泉崎村、西白河郡中島

村、西白河郡矢吹町、東白川郡棚倉町、東白川郡矢祭町、石川郡石川町、石川郡玉

川村、石川郡平田村、石川郡浅川町、石川郡古殿町、田村郡三春町、田村郡小野町、

双葉郡広野町、双葉郡楢葉町、双葉郡富岡町、双葉郡川内村、双葉郡大熊町、双葉

郡双葉町、双葉郡浪江町、双葉郡葛尾村、相馬郡新地町、相馬郡飯舘村、青森県八

戸市、上北郡おいらせ町、茨城県水戸市、日立市、土浦市、石岡市、龍ヶ崎市、下

妻市、常総市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、笠間市、取手市、牛久市、つくば

市、ひたちなか市、鹿嶋市、潮来市、常陸大宮市、かすみがうら市、桜川市、神栖

市、行方市、鉾田市、つくばみらい市、小美玉市、東茨城郡茨城町、東茨城郡大洗

町、東茨城郡城里町、那珂郡東海村、久慈郡大子町、稲敷郡阿見町、那珂市、稲敷

郡美浦村、稲敷群河内町、栃木県宇都宮市、千葉県旭市、香取市、山武市又は山武

郡九十九里町(平成23年３月14日17時30分現在、追加して適用があれば当該適用市町

村を含むものとする。）

② 長野県下水内郡栄村、新潟県十日町市、上越市又は中魚沼郡津南町(平成23年３月

12日17時00分現在、追加して適用があれば当該適用市町村を含むものとする。）

に住所を有する（地震の発生以後、①及び②の適用市町村から他の市町村に転入した

場合を含む。）健康保険法(大正11年法律第70号)及び船員保険法(昭和14年法律第73

号)の被保険者及び被扶養者、国民健康保険法(昭和33年法律第192号)の被保険者並び

に高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)の被保険者であること。

(２) 東北地方太平洋沖地震又は長野県北部の地震により、次のいずれかの申し立てをし

た者であること。

① 住家の全半壊、全半焼又はこれに準ずる被災をした旨

② 主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った旨

③ 主たる生計維持者の行方が不明である旨

④ 主たる生計維持者が業務を廃止し、又は休止した旨

⑤ 主たる生計維持者が失職し、現在収入がない旨

⑥ 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第１５条第３項の規定

による、避難のための立退き又は屋内への退避に係る内閣総理大臣の指示の対象地

域であるため避難又は退避を行っている旨

２ 取扱いの期間

当面、５月までの診療分、調剤分及び訪問看護分について、５月末日まで支払を猶予す

る取扱いとする。ただし、１（２）③の場合は５月までのうち主たる生計維持者の行方が

明らかとなるまでの間に、１（２）④の場合は５月までのうち当該指示が解除されるまで

の間に限る。



３ 医療機関における確認等

(１) １(２)の申し立てをした者については、被保険者証等により、住所が１(１)の市町

村の区域であることを確認するとともに、当該者の１(２)の申し立ての内容を診療録

の備考欄に簡潔に記録しておくこと。

ただし、被保険者証等が提示できない場合には、

① 健康保険法及び船員保険法の被保険者及び被扶養者である場合には、氏名、生年

月日、被保険者の勤務する事業所名、住所及び連絡先

② 国民健康保険法の被保険者又は高齢者の医療の確保に関する法律の被保険者の場

合には、氏名、生年月日、住所及び連絡先(国民健康保険組合の被保険者については、

これらに加えて組合名)

を診療録に記録しておくこと。

なお、申し立てた事項については、後日、保険者から患者に対し内容の確認が行わ

れることがある旨を患者に周知するようご協力いただきたい。

(２) 本事務連絡に基づき猶予した場合は、患者負担分を含めて10割を審査支払機関等へ

請求すること。

なお、請求の具体的な手続きについては、追って連絡する予定であること。

また、保険医療機関等が猶予した一部負担金等については、各保険者において減免

・猶予等いただくよう保険局より依頼する予定である。
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